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Abstract
The purpose of this paper is to summarize the evolutional process of mobile environment in Japan, and to 
highlight the issues that lie ahead. The main points are summarized briefly in the following outline.
（1）The events on the fixed-line communication took the lead in mobile communication.
（2）The flat-rate system of the fixed-line service greatly influenced the spread of mobile phone.
（3）The mobile system has gradually integrated the fixed-line service, so-called FMC, FMS.
The main issues remain as follows; （1）Because of no reception, a few people cannot even now enjoy mo-
bile phone service. （2）Because of SIM card locked, anyone cannot creatively use mobile phone depending 
















ADSL（Asymmetric Digital Subscriber Line）は，非対称加入者回線と訳され，銅線の加入者電話回線を
利用しデジタル化された信号を高速に伝送する技術で，一般家庭にインターネットサービスを浸透させ
る上で大きな役割を果した．通信速度が，電話局から加入者宅向き（下り）とその逆（上り）とで異なるた





号に変えて電話回線で転送するため，速度は非常に遅く 0.3kbps ～ 33.6kbps であった．
1990 年代後半からは，ADSL によるインターネット接続が普及し始める．1999 年には NTT 東日本が
「フレッツ ADSL」という名称でサービスを開始し，512kbps ～ 1Mbps と高速ではあったが月額 5100 円
と割高であった．2001 年になると，ソフトバンクが「ヤフー BB」と呼ぶサービスを発表し，駅頭でモデ
ムを無料配布するなど派手な売り込みが行われた．「ヤフー BB」が衝撃的だったのは，8Mbps の通信速
度で月額 3000 円と，相場の 5000 円～ 6000 円に比べ格安の利用料金であった．NTT も対抗して料金を






イバーを用い，TV 放送の信号を送るサービスとして始まった．1983 年に多チャンネル CATV が認可さ
れ，地上波 TV 放送の難視聴対策以外の目的を持った CATV 網が都市部で構築されるようになった．




場にあった．1996 年 10 月には 武蔵野三鷹ケーブルテレビが日本初のインターネット接続サービスを始
めている．通信速度は数百 kbps であったが，当時のパソコン通信に比べ，10 倍程度高速であった．こ
のサービスは，NTT の ADSL によるインターネット接続サービスより 3 年も早い段階であった．
ここで注目されるのは，CATV 会社大手のジュピターテレコムが 1997 年に回線交換方式による電話
サービスを始めたことである．これは，電話サービスが回線交換方式であることを除けば，現在の主要
ブロードバンドサービス（インターネット接続，IP 電話A，多チャンネル TV 放送）を 10 年近く先取りし




















































































Fig. 1.  ブロードバンドアクセスサービスの加入者の推移1）
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は 100Mbps 以上の高速通信が可能である．光ファイバー接続サービスは，ADSL サービスより 2 年早
い 1997 年に，NTT が CATV 映像実験サービスに取り組み商用化を目指したが，料金面で CATV 会社と
折り合わず実現しなかった．その後，ADSL サービスや CATV 会社によるインターネット接続サービス
が活発になり，NTT も対抗上，光ファイバーによるインターネット接続サービスを始めた．また，
2001 年に有線放送の USEN も NTT の約三分の一の月額 6100 円で光ファイバーによるサービスを開始
した．
ところで，光ファイバー網の構築には，民営化された NTT の在り方に深く関わる事情がある．2002
年 4 月 19 日，NTT 持ち株会社B は「NTT 東日本，NTT 西日本，NTT コミュニケーションズは 2002 年度
から原則，固定電話網への投資を停止する」方針2）を打ち出した．つまり，NTT で稼動中の固定電話用
交換機の更新は行わず，交換機の経年劣化による停止とともに固定電話網も機能停止しても仕方がない
ということになる．交換機の寿命は 2002 年時点で約 10 年と想定されており，2012 年には寿命が尽きる．
この方針の背景には，1990 年代末からライバル各社が次世代ネットワーク（NGN: Next Generation 
Network）の構築を計画し始めたことや，料金定額制の定着，携帯電話の普及による固定電話通話料の収
入減少への対策という意味合いがあり，IP 網充実に投資を集中することを意図したものであった．
NTT グループにとり深刻だったのは，グループの「結束」をどう維持するかであった．2004 年 11 月
10 日，NTT は中期経営戦略3）で「固定電話はいずれ捨てる」と宣言する．これは，従来の交換機による固
定電話網を IP 化し，電話網の維持運用の合理化を図り，固定電話と携帯電話を一元化し新たなサービ
スを行う基盤作りを目指したものである．さらに，2005 年 11 月 9 日，NTT はグループ連携強化のため
事業再編案4）を公表し，NGN 構築を掲げ 2010 年に光ファイバー加入件数 3000 万を目指すとしている．
しかし，NGN 構築は NTT グループ内の事情で順調ではない．というのも，NTT 東日本，NTT 西日
本は，各地域を越えてサービスできないという制約が課されているが，NTT コミュニケーションズに
は制約がなく NGN 構築への温度差がある．また，NGN 構築に必要な IP 技術に精通した技術者を抱え





























PHS を含む携帯電話は，この 10 年余で急速に普及し，Table1 に示すように，加入件数では 2001 年に
携帯電話が固定電話を追い越し，2007 年には 1 億件を超え，台数的にはほぼ飽和状態を迎えている．
Table 1.  固定電話・携帯電話の加入数の推移6） 単位：万件
?
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
?
? 5781 5907 6028 6164 6263 6285 6263 6223 6196 6133 6077 6022 5961 5805 5516
?
? 171 213 433 1171 2691 3825 4731 5685 6678 7482 8112 8665 9147 9648 10170
（注）　加入件数は各年の 3 月時点での数値．固定電話には ISDN を，携帯電話には PHS を含む．
これは国民の殆どに無線による情報ネットワークが張り巡らされたことを意味する．




























供する仮想移動体サービス事業者MVNO（Mobile Virtual Network Operator）が登場している．例えば，ディ
ズニー・モバイルはソフトバンクの電話網を利用し携帯電話サービスを行い，セコムのサービス「ココ











最も早い時期の無線 LAN サービスには，1999 年，東京電力，マイクロソフト，ソフトバンク 3 社に
よる「スピードネット」がある．しかし，公衆用周波数を利用したため品質維持が難しく，事業は失敗し，
最終的に東京電力が事業を清算した．2002 年頃，無線 LAN アクセス会社が乱立するが多くは失敗に終
わった．NTT ドコモも 2002 年 7 月から無線 LAN サービス「Mzone」を始めたが利用者は多くない．なぜ
なら，無線 LAN サービスでは，1 社と契約しただけでは利用範囲が限られるためである．そのため，
一般に事業会社間で通信を中継し合う「ローミング」を行い，利用範囲を拡大する．2005 年 6 月に NTT
ドコモは携帯電話利用者向けの無線 LAN サービス「mopera U」（当初の名称は mopera）を始めている．
また，2004 年春，堀江貴文率いるライブドアが，山手線内を対象に無線 LAN サービスを行う計画を発
表する．ライブドアは，携帯電話に比べ，よりオープンで免許不要，素早く通信事業に参入できる方法
として公衆無線 LAN を考えたのであった．
当時，イーアクセスが HSDPA 方式C を導入し携帯電話としては最速の下り 14.4Mbps を実現したが，
無線 LAN ではライブドアワイヤレスが 54Mbps でサービスを始めようとしており，高速性では公衆無






手線の外では，電柱に PHS 基地局を設けた YOZAN（アステル東京として PHS 事業を行う）と提携した．
現状の公衆無線 LAN サービスは，パソコン利用者が主なターゲットであるが，携帯電話会社も，アッ
プル社の携帯電話 iPhone などに見られるように，無線 LAN 対応の携帯電話を商品化している．
無線 LAN の新しい技術として注目される通信方式 WiMAX では，一つの基地局で最大 50km の範囲
をカバーし，時速 100km 以上で走る車両においても 20Mbps ～ 70Mbps の通信速度が実現する．
WiMAX が普及すれば，高速データ通信では携帯電話より相当優位になる．しかし，第 4 世代携帯電話
では，通信速度は下り 100Mbps 以上，上り 50Mbps 以上が想定されている．高速データ通信は，現状





の未実施地域に住む人が，2005 年度末現在 58 万人いるが，2007 年 7 月 IT 戦略本部が公表した方針9）に
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は「2006 年度から 2008 年度末までの間に，条件不利地域において，新たに 20 万人以上が携帯電話可能
な状態とする」ため「有線と無線のブロードバンド融合」を目指している．この方針では，ブロードバン




















































① 1990 年代半ば以降，パソコンの普及と ISP の登場によりインターネット環境が家庭に普及した．
②インターネット接続料の低下と，「定額制」により経済的・心理的負担を大きく減少させた．
　これらの結果，インターネットが広く社会に認知され，ネットワーク利用が日常化した．




































もう一つの課題は，SIMD ロックの解除である．現在の携帯電話には SIM と呼ぶカードが搭載されて
おり，これがないと携帯電話は機能しない．カードには，国番号，ネットワーク番号，加入者識別番号
などが記録されている．第 3 世代携帯電話では機能が拡張されて UIME と呼ぶが，本稿では両者を総称





































この他，音楽配信，動画配信，ゲーム，電子書籍，SNS など，いずれにも有力な CP が育ちつつある．
今後は垂直統合型ビジネスと水平分業型ビジネスのせめぎあいが強まるが，注意すべきは，水平分業

































10）夏野剛「i モード・ストラテジー　世界はなぜ追いつけないか」日経 BP 企画，東京，p31（2000）





A  IP 電話は，音声をデジタル化し，インターネット上の通信形式である IP 形式に変換してネットワーク上でやり
取りする．また，電話機能は，回線を通信中占有する交換方式ではなく，パケット交換方式と呼ばれる柔軟性
の高い方式で行われる．
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B  かつての日本電信電話公社が民営化され，日本電信電話株式会社（NTT）となるが，1999 年 NTT の再編が行われ，
NTT 持ち株会社，NTT 東日本，NTT 西日本，NTT コミュニケーションズ，NTT ドコモの 5 社に分割される．こ
のうち，NTT 東日本，NTT 西日本，NTT コミュニケーションズは，NTT 持ち株会社が各々の会社の株の大半を
保有している．一方，NTT ドコモは，持ち株会社からは資本面での独立性が強い．
C  HSDPA （High Speed Downlink Packet Access）とは，第 3 世代携帯電話のデータ通信規格 W-CDMA を拡張し，電
話局から加入者宅向き（下り）のデータ通信速度を高速化した規格のことである．
D  SIM （Subscriber Identify Module）
E UIM （User Identify Module）， USIM （Universal SIM）と呼ばれることもある．
F  ここでは，NTT ドコモ，au，ソフトバンクはそれぞれグループ名を表す．NTT ドコモは地域会社 9 社，au は
KDDI 地域会社 9 社と沖縄セルラー電話（株），ソフトバンクはソフトバンクモバイル地域会社 9 社から，それぞ
れ構成されている．
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